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日本は、台湾にとって第 2 位の貿易パートナーである。2011 年の日台間の貿易総額は 700
億米ドル（台湾から日本への輸出額は 182 億米ドル、日本からの輸入額は 522 億米ドル）を
超え過去最高となった。2011 年の台湾貿易統計（台湾財政部統計処）によると、台湾の輸
出総額に占める日本の割合は 5.9％と、中国（香港を含む）・米国に次いで第 3 位となって
                                                  















おり、輸入総額に占める割合は 18.5％と前年に続き第 1位となっている（図１．図 2参照）。 
 
 
 1990 年から 2011 年までの日台貿易の推移を見ても、2008 年秋の米国発の世界金融危機






























































































2012 年上半期（1～6 月）の訪日台湾人観光客数は約 73 万人で、訪台日本人観光客数は約

















中国への累計投資額は 1,000～1,500 億米ドル、投資件数は 8 万件と言われている。2011
年に中国海関総署傘下の『中国海関』誌が発表した「2010 年の中国の輸出企業トップ 200






















3.2 ECFA の締結と中台経済の一体化 
2010 年 6 月、中台間で FTA（自由貿易協定）に相当する「中台経済協力枠組協議：ECFA= 
Economic Cooperation Framework Agreement）」が締結され、同年 9月に発効された。   
ECFA の主な内容は、中台双方間の「貿易と投資の自由化」「経済協力」「アーリーハーベ
スト（早期関税撤廃）」、「その他（紛争処理等）」の 4 分野から構成されており、以下で述
べる特定品目の関税撤廃は 2011 年 1 月から段階的に開始している。 












1990年 2005年 2010年 2011年
図７ 日本の対外輸出に占める主要国地
域別シェア(％）
米国 中国 大中華圏 アジア
（出所)日本財務省貿易統計
台湾側は 267 品目の物品の関税引き下げと 9 業種のサービス業の投資開放を行うものであ
る。中国側から見た場合、関税引き下げ対象品目は、2009 年の台湾からの輸入総額の 16.1％
（約 138 億米ドル）に相当する。一方、台湾側から見た場合は、関税引き下げ対象品目は、
2009 年の中国からの輸入総額の 10.5％（約 29 億米ドル）に相当し、中台双方の関税引き
下げ対象品目は 2013 年 1 月 1 日よりすべてゼロ関税となる。 
台湾は、中国・ASEAN 間の FTA が 2010 年に発効され、アジア太平洋地域の経済連携が進
んでいることを受けて、中国と経済面で連携することで台湾経済の孤立化を回避し、さら
には ECFA をきっかけとして日本や米国、シンガポール等の主要貿易相手国との FTA に繋げ
たい意向であり、アジア地域におけるプレゼンス向上・競争力強化に期待をかけている。 













台湾を活用し、その後 1980 年代から 1990 年代前半までは、第三国での日台企業協力を推

















一方、日本の輸入に占める米国の割合を見ても、1990 年 22％から 8％へ大きく低下して
いるのに対し、アジアは 29％から 45％へ、中国は 5％から 22％へ、大中華圏は 11％から






























1990年 2005年 2010年 2011年
図８ 日本の対外輸入に占める主要国地域別
シェア（％）































































 2012 年 1 月の台湾の総統選で、国民党公認の馬英九・呉敦義ペアが野党候補を退けて当




一方、中国では 2012 年 11 月上旬に開催された中国共産党第 18 回党大会において、台湾
との関係について「両岸の和平に向けて協議を始めよう（胡錦濤前総書記の党大会での活
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